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として用い、換算により LAS のリスク評価を行った。 
 最初に、リスク評価において重要な実測最高濃度に注目し、MBAS の最高濃度出現特性を解析したところ、出現月





らかになった。LAS の PNEC 換算 MBAS 濃度を基準濃度とし、持続時間として水生生物慢性毒性試験日数（30 日）
を用いて、兵庫県内河川の経年的な生態リスク評価を行ったところ、都市小河川中心の地点では多くの年でリスクあ
りと判断されたが、近年では全体としてリスクの減少が認められた。 
 年間超過日数と下水道普及率との関係から、超過日数 30 日に対応する下水道普及率を各地点で求めたところ、対
応する下水道平均普及率として 82％が得られ、LAS の生態リスクを削減するためには 80 数％以上の下水道整備が必
要であることが明らかになった。 
 最高濃度予測モデルと超過日数解析を組み合わせ、MBAS データを用いない簡易的リスク判定モデルを構築した。
判定例では MBAS データ自体を用いた判定結果と 70～80％の一致度が得られ、十分利用可能と考えられた。 
 兵庫県内河川における LAS の生態リスクは主として下水道の普及により近年減少したが、下水道整備には社会的
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費用が必要であることから、最後に、リスク削減のための社会的費用について尼崎市内のモデル処理場を対象に算出
した。処理場建設からリスク削減効果がみられる普及率 80％達成までの間の、処理場・管渠建設費および維持管理費






























 以上のように、本論文は生活場で注目された化学物質である陰イオン界面活性剤 LAS の影響を総括することを試
み、長期のフィールド観測データを活用する生態リスクの影響評価法や途上国にも援用しうる簡易な生態リスク判定
法と社会的費用の推定法を開発し、環境工学、とりわけ環境システム学の発展に大きく寄与している。よって本論文
は博士論文として価値あるものと認める。 
